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　　　　　　　　　　　　（1）．

　米国半導体工業会（SIA）は通商法301条に日本の半導

体業界が違反しているとして1985年6細米通商代表部

（USTR）に提訴した渉，これは日本からの半導体輸入を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も制限するための圧力手段であると解釈されている。本書

の執筆者らが共同研究を行ってきた1980－83年は半導体．

需要が急速に拡大している時期であり，両国半導体産業

の利害対立が顕在化しなかったが，その後の急速な需要

鈍化は日米の半導体産業の価格引下げ競争に一層拍車を

かけるとともに，日本の半導体産業の価幣競争力の優位

性の発揮が米国半導体産業との摩擦を一層激化させるに

至った。本書に収録された諸論文が予想した以上のスピ

ードで現実の摩擦発生を見ることとなったが，その根底

にある両国半導体産業の競争上の優位性の源泉を経済学

の分野のみでなく，技術社会システム，政治構造にま

で分析視点を拡大している点に本書の特色がある。

　また，日本側から3名，米側から4名が各章を分担し，

3年間かけて数回のミーティングを経て完成した本書は，

政治問題化しやすく偏った見方に陥りやすい日米両国の

半導体産業の理解に客観的，実証的材料を提供するもの

といえよう。

　　　　　　　　　　　（2）

　まず本書に収録されている論文の主要な論点を述べる。
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　　　　序章に次いで第2車においては・米国の帯導体塵業が

　　　箪婁憂通僧システムなど特定分野を中核に発展してきデピ

　　　のに対し，．沼本では艮間の耐久淵費財分野への供給を通

　　　ごて発展したという発展形態の相異に焦点を当て，技術

　　　騨発の璽点の置嚢方や産業と政癌の関係が異なる迄と，

　　　半導体産業を支：える技徳者の養成：方法が異なることなどダ

　　　両謙卑業の基本的背量の違いを明らかにするq

　　　　第3章r技術的資源」において，日米拳導体産業の技

　　　衛上の優位性を比較し，それが生ずるに量った背景を述

　　　べる・米国産業は1醜の昂な砺グ・ビジネスから

　　　部品生産企業まで多様であ参，その優位性は基礎的技徳，

に　　　簡晶の基：奉デザインに関する振粛においで見られ，論理

レ　畝チム，・升戟アー，副帯・プ賄サー製
　　　晶デザインに優位牲が存在する。他方艶本襲業はプ馬乗

　　　ス技徳，園丁技術に優れ，最質の信頼性に優位牲を有す

　　　る。電探企業は，今後ソフト開発創造駒技術騙発にR

　　　蕊D資源の配分をシフトさせ導が米国が規在のR＆D

L懲替織灘議欝野ア｝忠テ嫉
　　　　一方，臼本企業が優位性を有する分野は，プ鷲セス・

　　　イノベ・一シ勲ン，製造技衛，品質の確保であるが，轍ご

　　　不良率に制ナる鉗本φ圧倒的優位は企業の焦鷹設傭の肉

　　　動化の程嵐：騰勢働者のgc活動こよ為ものである

　　　としている。この背景には謎本の工揚労働脅は高い定着

　　　率を多し，教育・訓練を通じた高い生藏姓の向上を可能

　　　とする労働力市揚の特質を指摘する。、潮煙半導体産業の

　　　将来の技徳開発競争1‡日本側のソフトウェア，新製晶嗣

　　　発の能力肉上と米国測の晶質向上の可能姓とに集約され，

　　　二の競争は必要とされる人材，資金を闘國産業がむこま

　　　で投入可能かに依卒する。しかし，他方で瞬國の競争だ

　　　1ナでなく車馬企図間で生じているcr◎ss　i血v¢st血e躍を通

一　　ずる技衛交流の鑑要性をも評価する。

　　　　第4章敏治歯主眼において、魂導体塵業を鋪と

　　　の関連牲においてとらえる。米国では軍事技徳が慰事を

　　　育て（七¢ch職b里◎gy－push），政府調達が初期の安定的需要を

　　　蝿験することにより成畏を促した（de鵬鍛ホ押至1）ととら、

　　　え穿帯導体特有の習熟理論から価楯低下を生んでゆくま

　　　でρ）過程で役謝を：果した嵐塵，学のトリオの連けいを

　　　分析する。米国が半導体産業のpac¢se批erであるのに

　　　対し，艮本の半導体塵業はpu蜘¢rとしで位鍛付けられ

　　　るq後者は，スタートアップの”ストμ安く，濁標が明

　　耳確であり～リスクが低い。この中で楽園政府は，鷹業へ

　　　の情報捷供，金融上の助成，研究瀾発助成を通じで拳導

　　　体塵叢の発展をスど一ドアップする。技衛開発の三面で
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は，．初期段階では米国からの輪入技術に多くを依存し，

ギャ。チナ。プ⑳過程で畷τ1が産業閥の清轍のd・恥

ln蔓house乏なう，併せで，　R．＆P助戒を行う。需要晦

で越NTTとJECCに代蓑されるように，商業部門にお

いて需要確撮を國ゆた点に爾本の特徴を見働す。また競

命敬策面では，釦本の＞LSIプ畑幹エクトによる共閲

研究と琴團のVHSICにおける研究開発契約とρ差で見

られるように綱ホの緩やかな独占禁止放策を強調する。

更に，日米の政事構造｝と遡う，米騒が買継・共棲両党の

政権交代と騨とによ購続性あ磯済政策が聯であ

るのに対レ躰は戦後舶までの郎羅来園欄塊幽に

比類なき経済活動にとつで⑳良郷な環境をもたらし，産

藁放策は特定利益集顯からの介入を回避しえ糞ことが半

導体産業をはじめ厳ホの塵地全体の発展1こ好影響を与え

たとする6最近の日米聞での問題になった産業政策につ

いて‘ま，米国ではロッキード穀；ザクライスラー筏など個

圃企業への介入，朝レベルでの敦策にみられるように多

くの市揚介入は存在するものの，唱本でみられるような

パッケージ的専業軟策は存在しないとし，鋼本．の事象政

策が半導体塵業にとかて資本凡のアクセスを容易にした

点を評緬しつつも全体として市場をゆがめ，似寄メカニ

ズムによる柔軟な資源配分を阻害するとする。その結果　　　　　葱

蹟本の半導体魔業が丸紅の追随者である立場からバイオ『

出アに転換する揚合に纏いては塵桑敦策が障害となる危

険性を揃摘する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　第5章r金融」では臼米半導体澱業の優位性を金融メ

カ凱ズムから分析するもので，経済分析之しては事事に

筆録された論文の中で最も輿味深いものと書えるもまず，r

串導体難業の資本形成において，B本の金融システムが

制度面で團際化されていなかった冬期には，臼本の高吉

林は図内での金利水購を相対的に低ざさせたため，金融

機関からの借入比率の高い拳導体塵繋は米國に比較して

多額ρ琳を轡紗欄達し戦ける・‘の背景に
オ畑本0企業と金融機関の長期聞の網互肇国関係の強撫

α）aak舶dus撮al　co艶P｝¢x）が存在しており，米糠にみら　　　・

れるベンチャrキァピタルと対照的である。資本市場の

愚痴違とベンチャーギャビタルの不在税翻上の難異

労働縫揚での人材移動性の低ポ大企叢への帰属性の璽

視といった日本あ環境が楽章の半導体塵業が新規参入で

なく既存あ電機塵業からの発展という形で生まれた原国

であるとする9勧・金融面での躰期の役割醐銀
JEC6に見ら紅るが金銭颪での助虞の程度は低く，規鍵

の経済効果は，寂府がta罫get魔業として選択すること　　　　　望

が金融機闘の貸付を健す一種のアナウンスメン墨効果に
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あったとする。ただし撃醤TTの技徳開発，金融面での

助成は無視しえな㌔略のとしでいる。日米両国の資本調

達ゴストの比較において，1970年代の市場へφ参入，

80年代の生i産能力の慈速な拡大め過程で日本企業の費

本調達が容易であケ，かつ，短期的採算性に拘束されな

いため長期的な競争kも耐えるものであるとし，日本の

金融システムが米国に対して競争上の優位性をもたちし

たとする。

　第6章「結論」において各論文を総括し，イ，ノペーシ

臼ン・金融システ馬産業政策についての分析を再度強

調する。イノベ「シ釦ンを生み領す環境として，終身雇

鳳年功序列の努働憤行の問題や組織的にフレキシブル

で企業家精神旺盛な中小企業が半導体産業に存在しない

という産業継織車の問題は技画面で米国の優位性を依然

として存続させるとする。他方，金融面で多量の資本投

入を要する半導体産業において，米国半導体企業は短期

的利益の追零を余儀なくされるのに対し・日本企蜘ま燈

期的収益率の維持に拘束されずに経営戦略を展開しうる

℃とから，金融システムの国際化が進んでいない現在ま

での闘は月本に有利に作用したと評価するポまた，両圃

あ政策介入について，艶本の安定レた政治体制，政府と

企業の密接な情報交換が半導体産業に有利に作用したが，

米国が日本で見られるような産業政策を採用する二とに

ついて轍，税制，企業金融システ《，技術開発能力，宴

曲構造など日米間の差異を十分検討することが必要であ

ると結論付ける。

　　　　　　　　　　　　（3）

　以上のように本書に醐米を対照さ堂ながら盛り沢出、

の分極が用意されているが，あえて指摘すれぱ次の極点

が加えられるべきであろう。

　第1に半導体漁業における市場の競争と資源の効率的

囁配分との関係である。基本的なデザイ熟技術の導入を

基礎に昌本の半導体各企業は激しいR＆D，設備投資の

競争を展開する。規模の経済（マーシャルの外部経済性）

に力購，単導体生産における習熟効果は各企業をして市

研．　多宅　　　　　　　　　　　　　凡　V61．36　N（L　4

場での畔列競争」を行あせることになる。と磯とは，

．翼本の半導体産業の優位性を急速に高めて毒た理由であ

るが，他方で最近俄に画米間で問題化している半導体の

r過剰な生塵能加を発生させる原因とならていないで

あろうかσ半導体産業はζうした問題を研究すう格婦の

材料である』　　　・　　、、
　策2に労働力の移動性の問題である。労働市場におけ

る移動性は企業閥，業種間の両面で評価すべきであろう。

貝本では米国に比較して企業間の労働移動性が低いが，

他方筆企業内での配置転換にみられる「内部労働市揚」

が企業間移動性の低さを補完しているρ半導体部門へ他

の製造部門からの盤盤切：カのシフトめ実態，さらに日本の

粥働慣行がイノベーティブな事業活動の展開に阻害要因

となるかについての分析が望まれる。

　第3に半導体の研究開発と忍業政策の関連についてで

ある。米国における軍事上の員的での研究助成が基礎的・

研究を促進したことに対し，日本では市場黒蜜エズムに

i委ねた場合にも実場されたであろう研究開発のスピ晶ド

を速める方向での助成が行われたこの二とは半導体に限同

らず他の分野でも見られる現象であるα両国の技術上の

優位性に対して政策介入のもたらした影響はその宮参で

は少なからず存在した乏考えられる⑪半導体産業に実際

に配分された金銭的インセンティゲとその効果につがて

立ち入づた分析が加えられるべきであろう。

　最後に分析方法について述べるとすれば，収録論文の

うち「資金調達」を除く各論文の論理展開を裏付けるデ

ータの多くはインタビュー，公式のステートメントに依

存している点である。客観的データによる展開がなされ

ていれば，評者にとらでもう少し容易に執筆者の論点を

確認し得たかも知れない。ただし，本書が半導体産業を

テーマとしつつ日米間の産業のビヘイビアの差異を分析

する上で重要な貢献をしたごとに変わりはないし．産業

組織論あ立揚からの将来の研究に多くの手輿ミかりと示唆．

を与えてくれるものであるこζ．に間遵；いない。
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